
 

 

（１）両市の累積収支の見通し 

両市それぞれの財政推計による累積収支を合算すると、平成 42 年度には約 304 億円

の累積の収支不足が見込まれます。また、両市が行政改革の目標として掲げる行革効

果額を達成した場合には、平成 42 年度までに約 197 億円の累積の効果が見込まれます。

しかし、この目標を達成してもなお、約 107 億円の収支不足が見込まれています。 
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２．新市の財政推計 

 

【両市の累積収支の見通し（行革効果を含む）】 （単位：億円）

H32 H33 H34 H35 H36 H37

11.6 △ 5.6 △ 25.8 △ 50.5 △ 85.9 △ 123.9

13.0 0.5 △ 13.8 △ 31.3 △ 57.5 △ 85.0

△ 1.4 △ 6.1 △ 12.0 △ 19.2 △ 28.4 △ 38.9

25.5 40.0 57.4 74.8 92.2 109.6

17.4 29.0 43.5 58.0 72.5 87.0

8.1 11.0 13.9 16.8 19.7 22.6

37.1 34.4 31.6 24.3 6.3 △ 14.3

H38 H39 H40 H41 H42

△ 157.8 △ 191.3 △ 226.4 △ 264.4 △ 303.7

△ 107.9 △ 129.1 △ 152.7 △ 177.3 △ 202.2

△ 49.9 △ 62.2 △ 73.7 △ 87.1 △ 101.5

127.0 144.4 161.8 179.2 196.6

101.5 116.0 130.5 145.0 159.5

25.5 28.4 31.3 34.2 37.1

△ 30.8 △ 46.9 △ 64.6 △ 85.2 △ 107.1

※両市の累積収支及び行革効果額については、第１章２（５）財政の推計から再掲。
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（２）合併に見込まれる効果 

   合併による歳入と歳出の効果を見込むと、合併により平成 42年度までに約 150 億円

の累積効果が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）新市の累積収支の見通し 

   両市の行革効果額を見込んだ累積収支に、合併により見込まれる効果を重ねると、

次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【合併効果額の見通し】 （単位：億円）

H32 H33 H34 H35 H36 H37

△ 1.8 10.6 14.7 15.5 18.0 17.7

3.9 0.5 0.5 0.5 0.5 0.2

合併算定替 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5 0.2

特別交付税措置 3.5

△ 5.7 10.1 14.2 15.0 17.5 17.5

合併移行経費 △ 14.9

人件費の削減効果 △ 1.3 △ 0.4 2.7 3.5 6.1 6.1

事務事業の統合等による効果 10.5 10.5 11.5 11.5 11.4 11.4

△ 1.8 8.8 23.5 39.0 57.0 74.7

H38 H39 H40 H41 H42

16.8 15.9 15.0 14.0 13.3

△ 0.7 △ 1.6 △ 2.5 △ 3.5 △ 4.2

合併算定替 △ 0.7 △ 1.6 △ 2.5 △ 3.5 △ 4.2

特別交付税措置

17.5 17.5 17.5 17.5 17.5

合併移行経費

人件費の削減効果 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1

事務事業の統合等による効果 11.4 11.4 11.4 11.4 11.4

91.5 107.4 122.4 136.4 149.7
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【新市の累積収支の見通し】 （単位：億円）

H32 H33 H34 H35 H36 H37

37.1 34.4 31.6 24.3 6.3 △ 14.3

△ 1.8 8.8 23.5 39.0 57.0 74.7

35.3 43.2 55.1 63.3 63.3 60.4

H38 H39 H40 H41 H42

△ 30.8 △ 46.9 △ 64.6 △ 85.2 △ 107.1

91.5 107.4 122.4 136.4 149.7

60.7 60.5 57.8 51.2 42.6
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両市合算の累計収支に行革効果額を重ねた場合には、約 107 億円の収支不足が見込

まれていましたが、合併後の財政推計では、合併の効果によりその解消が図られてい

ます。 
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